
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３歳未満の子の養育をしていれば、妻に限らず夫も対象になります。 

そのため、妻が専業主婦である夫でも対象となります。また、共働き 

している場合は夫婦共に対象となりますので、要件に該当すれば、 

夫婦共に申し出ることが出来ます。 

 

 

 

「養育することとなった日」とは、 

☆ 実子においては当該子の生年月日 

☆ 養子においては養子縁組が成立した日 

☆ 別居していた子と同居することとなった日 

をいいます。 

また、厚生労働省若しくは総務省令で定める 

以下の事項が生じた日も「養育することとなった日」 

とみなします。 

○ ３歳に満たない子を養育するものが新たに組合員の資格を取得した日 

○ 育児休業等・産前産後休業（掛金免除）を終了した日の翌日が属する月の初日 

○ 当該子以外の子（先に特例の対象となっている子）に係る養育特例の適用を受ける期間の 

最終月の 翌月の初日（＝当該子の出生日の属する月の初日） 

 

 

 

 

養育特例の期間は、子を養育することとなった日の属する月から、次のいずれかの事由に該当するに 

至った日の翌日が属する月 の前月まで となります。 

★ 当該子が３歳に達したとき。 

★ 当該組合員が当該子以外の子について産前産後休業（掛金免除）を開始したとき。 

★ 当該組合員が当該子以外の子について育児休業等（掛金免除）を開始したとき。 

★ 当該組合員が退職したとき、または死亡したとき。 

★ 当該子を養育しなくなったとき、または当該子が死亡したとき。 

★ 他の３歳に満たない子 （養育特例を受けることとなる次の子） を養育することとなったとき。 

    

３３歳歳  
３歳未満の子を育てながら働いている組合員の標準報酬月額が、その子を養育することとなる前の

標準報酬月額より下がった場合、組合員本人が共済組合へ申し出ることにより、養育期間中の報酬の

低下が将来の年金額に影響しないように、年金額を計算する際、その子を養育することとなった日の

属する月の前月（基準月）の標準報酬月額（従前標準報酬月額）を適用させる「養育特例」という制度

があります。 

養育特例の申出ができるのは？ 

養育特例の対象となる「３歳未満の

子」については、法律上の親子関係が

ある子（実子及び養子）に加え、平成 29

年1月1日より、特別養子縁組の監護期

間にある子、養子縁組里親に委託され

ている子も対象となりました。 

「養育することとなった日」 とは？ 

養育特例の期間とは？ 



 

 

原則、申出の対象となる子が生まれた月の前月に適用されていた標準報酬月額となります。 

※ ただし、平成 27 年 10 月以前生まれの子の場合は、 

次のように標準報酬月額を算定します。 

①申出の対象となる子が生まれた月の 

前月の給料月額 × 1.25 ＝ 報酬月額…＠ 

②報酬月額＠を標準報酬等級表の区分に当てはめる 

【例】平成 27年 8月生まれの子の場合 

平成 27年 7月の給料月額＝273,000円 

273,000円×1.25＝341,250円…＠ 

＠を標準報酬等級表に当てはめると・・ 

340,000円となります。 

 

 

 

たとえば、 

★ 育児短時間勤務又は育児部分休業を取得し、育児休業等終了時改定により標準報酬月額が下が

った場合。 

★ 扶養手当、通勤手当や時間外手当等の金額が下がり、随時改定により標準報酬月額が下がった場合。 

★ 定時決定により標準報酬月額が下がった場合。 

… などが想定されますが、養育特例の申出をするにあたり、具体的な理由は問いません。 

標準報酬月額が何らかの理由で下がったときに、従前標準報酬月額が適用されます。 

 

 

 

「養育期間標準報酬月額特例申出書」を共済組合に提出してください。 

（専用様式は、各所属所の共済組合事務担当課に備えてあります。） 

※ 添付書類は不要としていますが、当組合において、当該子を養育していることの確認が取れない場合

には、別途確認書類の提出を求める場合があります。 

「養育特例」には時効がありますのでご注意ください！ ２年間は遡及することができます。 

 

 

 

申出の対象となる子の３歳の誕生月の前月をもって養育特例期間は終了します。この場合は共済組合

に届け出る必要はありませんが、次のような場合には、養育特例の終了を届け出る必要があります。 

① 次の子に係る産前産後休業や育児休業を取得（掛金免除が開始）したとき。 

※ 原則、掛金免除期間中は養育特例の適用はありません。よって、次の子を対象に養育特例の申出

をする場合は、復職する月の初日が養育特例期間の開始日となります。 

② 他の３歳に満たない子 （養育特例を受けることとなる次の子） を養育することとなったとき。 

③ 申出の対象となる子を養育しなくなったとき、または当該子が死亡したとき。 

①②の場合は、これまで申し出ていた子の終了届を提出し、改めて次の子を対象に申出を行います。 

どうやって申し出たらいいの？ 

「養育特例」に該当しなくなったときは？ 

従前標準報酬月額とは？ 

厚年 短・福・退

第1級 93,000 円未満 88,000 円 4,000 円

93,000 円以上 101,000 円未満

第1級 101,000 円未満

第3級 第2級 101,000 円以上 107,000 円未満 104,000 円 6,000 円 4,730 円

第4級 第3級 107,000 円以上 114,000 円未満 110,000 円 6,000 円 5,000 円

第5級 第4級 114,000 円以上 122,000 円未満 118,000 円 8,000 円 5,360 円

第6級 第5級 122,000 円以上 130,000 円未満 126,000 円 8,000 円 5,730 円

第7級 第6級 130,000 円以上 138,000 円未満 134,000 円 8,000 円 6,090 円

第8級 第7級 138,000 円以上 146,000 円未満 142,000 円 8,000 円 6,450 円

第9級 第8級 146,000 円以上 155,000 円未満 150,000 円 8,000 円 6,820 円

第10級 第9級 155,000 円以上 165,000 円未満 160,000 円 10,000 円 7,270 円

第11級 第10級 165,000 円以上 175,000 円未満 170,000 円 10,000 円 7,730 円

第12級 第11級 175,000 円以上 185,000 円未満 180,000 円 10,000 円 8,180 円

第13級 第12級 185,000 円以上 195,000 円未満 190,000 円 10,000 円 8,640 円

第14級 第13級 195,000 円以上 210,000 円未満 200,000 円 10,000 円 9,090 円

第15級 第14級 210,000 円以上 230,000 円未満 220,000 円 20,000 円 10,000 円

第16級 第15級 230,000 円以上 250,000 円未満 240,000 円 20,000 円 10,910 円

第17級 第16級 250,000 円以上 270,000 円未満 260,000 円 20,000 円 11,820 円

第18級 第17級 270,000 円以上 290,000 円未満 280,000 円 20,000 円 12,730 円

第19級 第18級 290,000 円以上 310,000 円未満 300,000 円 20,000 円 13,640 円

第20級 第19級 310,000 円以上 330,000 円未満 320,000 円 20,000 円 14,550 円

第21級 第20級 330,000 円以上 350,000 円未満 340,000 円 20,000 円 15,450 円

第22級 第21級 350,000 円以上 370,000 円未満 360,000 円 20,000 円 16,360 円

第23級 第22級 370,000 円以上 395,000 円未満 380,000 円 20,000 円 17,270 円

第24級 第23級 395,000 円以上 425,000 円未満 410,000 円 30,000 円 18,640 円

第25級 第24級 425,000 円以上 455,000 円未満 440,000 円 30,000 円 20,000 円

第26級 第25級 455,000 円以上 485,000 円未満 470,000 円 30,000 円 21,360 円

第27級 第26級 485,000 円以上 515,000 円未満 500,000 円 30,000 円 22,730 円

第28級 第27級 515,000 円以上 545,000 円未満 530,000 円 30,000 円 24,090 円

第29級 第28級 545,000 円以上 575,000 円未満 560,000 円 30,000 円 25,450 円

第30級 第29級 575,000 円以上 605,000 円未満 590,000 円 30,000 円 26,820 円

605,000 円以上 635,000 円未満

第31級 635,000 円以上 665,000 円未満 650,000 円 30,000 円 29,550 円

第32級 665,000 円以上 695,000 円未満 680,000 円 30,000 円 30,910 円

第33級 695,000 円以上 730,000 円未満 710,000 円 30,000 円 32,270 円

第34級 730,000 円以上 770,000 円未満 750,000 円 40,000 円 34,090 円

第35級 770,000 円以上 810,000 円未満 790,000 円 40,000 円 35,190 円

第36級 810,000 円以上 855,000 円未満 830,000 円 40,000 円 37,730 円

第37級 855,000 円以上 905,000 円未満 880,000 円 50,000 円 40,000 円

第38級 905,000 円以上 955,000 円未満 930,000 円 50,000 円 42,270 円

第39級 955,000 円以上 1,005,000 円未満 980,000 円 50,000 円 44,550 円

第40級 1,005,000 円以上 1,055,000 円未満 1,030,000 円 50,000 円 46,820 円

第41級 1,055,000 円以上 1,115,000 円未満 1,090,000 円 60,000 円 49,550 円

第42級 1,115,000 円以上 1,175,000 円未満 1,150,000 円 60,000 円 52,270 円

第43級 1,175,000 円以上 1,235,000 円未満 1,210,000 円 60,000 円 55,000 円

第44級 1,235,000 円以上 1,295,000 円未満 1,270,000 円 60,000 円 57,730 円

第45級 1,295,000 円以上 1,355,000 円未満 1,330,000 円 60,000 円 60,450 円

第46級 1,355,000 円以上 1,390,000 円 60,000 円 63,180 円

標準報酬の
日　　額

第30級

◎　標準報酬等級表（平成28年10月から）

等  級
報　酬　月　額

標準報酬の
月　　額

一等級の
格　差

円第31級 620,000

円第2級 98,000 円
（短期・保健の下限）

（厚生年金の下限）

（厚年・退年の上限）

10,000 4,450円

30,000 28,180円 円

厚年 短・福・退

第1級 93,000 円未満 88,000 円 4,000 円

93,000 円以上 101,000 円未満

第1級 101,000 円未満

第3級 第2級 101,000 円以上 107,000 円未満 104,000 円 6,000 円 4,730 円

第4級 第3級 107,000 円以上 114,000 円未満 110,000 円 6,000 円 5,000 円

第5級 第4級 114,000 円以上 122,000 円未満 118,000 円 8,000 円 5,360 円

第6級 第5級 122,000 円以上 130,000 円未満 126,000 円 8,000 円 5,730 円

第7級 第6級 130,000 円以上 138,000 円未満 134,000 円 8,000 円 6,090 円

第8級 第7級 138,000 円以上 146,000 円未満 142,000 円 8,000 円 6,450 円

第9級 第8級 146,000 円以上 155,000 円未満 150,000 円 8,000 円 6,820 円

第10級 第9級 155,000 円以上 165,000 円未満 160,000 円 10,000 円 7,270 円

第11級 第10級 165,000 円以上 175,000 円未満 170,000 円 10,000 円 7,730 円

第12級 第11級 175,000 円以上 185,000 円未満 180,000 円 10,000 円 8,180 円

第13級 第12級 185,000 円以上 195,000 円未満 190,000 円 10,000 円 8,640 円

第14級 第13級 195,000 円以上 210,000 円未満 200,000 円 10,000 円 9,090 円

第15級 第14級 210,000 円以上 230,000 円未満 220,000 円 20,000 円 10,000 円

第16級 第15級 230,000 円以上 250,000 円未満 240,000 円 20,000 円 10,910 円

第17級 第16級 250,000 円以上 270,000 円未満 260,000 円 20,000 円 11,820 円

第18級 第17級 270,000 円以上 290,000 円未満 280,000 円 20,000 円 12,730 円

第19級 第18級 290,000 円以上 310,000 円未満 300,000 円 20,000 円 13,640 円

第20級 第19級 310,000 円以上 330,000 円未満 320,000 円 20,000 円 14,550 円

第21級 第20級 330,000 円以上 350,000 円未満 340,000 円 20,000 円 15,450 円

第22級 第21級 350,000 円以上 370,000 円未満 360,000 円 20,000 円 16,360 円

第23級 第22級 370,000 円以上 395,000 円未満 380,000 円 20,000 円 17,270 円

第24級 第23級 395,000 円以上 425,000 円未満 410,000 円 30,000 円 18,640 円

第25級 第24級 425,000 円以上 455,000 円未満 440,000 円 30,000 円 20,000 円

第26級 第25級 455,000 円以上 485,000 円未満 470,000 円 30,000 円 21,360 円

第27級 第26級 485,000 円以上 515,000 円未満 500,000 円 30,000 円 22,730 円

第28級 第27級 515,000 円以上 545,000 円未満 530,000 円 30,000 円 24,090 円

第29級 第28級 545,000 円以上 575,000 円未満 560,000 円 30,000 円 25,450 円

第30級 第29級 575,000 円以上 605,000 円未満 590,000 円 30,000 円 26,820 円

605,000 円以上 635,000 円未満

第31級 635,000 円以上 665,000 円未満 650,000 円 30,000 円 29,550 円

第32級 665,000 円以上 695,000 円未満 680,000 円 30,000 円 30,910 円

第33級 695,000 円以上 730,000 円未満 710,000 円 30,000 円 32,270 円

第34級 730,000 円以上 770,000 円未満 750,000 円 40,000 円 34,090 円

第35級 770,000 円以上 810,000 円未満 790,000 円 40,000 円 35,190 円

第36級 810,000 円以上 855,000 円未満 830,000 円 40,000 円 37,730 円

第37級 855,000 円以上 905,000 円未満 880,000 円 50,000 円 40,000 円

第38級 905,000 円以上 955,000 円未満 930,000 円 50,000 円 42,270 円

第39級 955,000 円以上 1,005,000 円未満 980,000 円 50,000 円 44,550 円

第40級 1,005,000 円以上 1,055,000 円未満 1,030,000 円 50,000 円 46,820 円

第41級 1,055,000 円以上 1,115,000 円未満 1,090,000 円 60,000 円 49,550 円

第42級 1,115,000 円以上 1,175,000 円未満 1,150,000 円 60,000 円 52,270 円

第43級 1,175,000 円以上 1,235,000 円未満 1,210,000 円 60,000 円 55,000 円

第44級 1,235,000 円以上 1,295,000 円未満 1,270,000 円 60,000 円 57,730 円

第45級 1,295,000 円以上 1,355,000 円未満 1,330,000 円 60,000 円 60,450 円

第46級 1,355,000 円以上 1,390,000 円 60,000 円 63,180 円

標準報酬の
日　　額

第30級

◎　標準報酬等級表（平成28年10月から）

等  級
報　酬　月　額

標準報酬の
月　　額

一等級の
格　差

円第31級 620,000

円第2級 98,000 円
（短期・保健の下限）

（厚生年金の下限）

（厚年・退年の上限）

10,000 4,450円

30,000 28,180円 円

標準報酬月額が下がる理由とは？ 



 

 

将来の厚生年金保険の給付や退職年金等給付の額の低下を避けるための措置であるため、育児休業

手当金や傷病手当金などの短期給付の算定の基礎となる標準報酬月額には適用されません。 

 

 

◆ 育児休業は取得しないが、養育することとなった後に何らかの理由で固定的給与の 

変動等があり、報酬が減額となった場合          （主として父親に多いイメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆育児休業を取得し復職後、短時間勤務等で報酬が減額となった場合 

（主として母親に多いイメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「養育特例」って年金だけの制度なの？ 

掛金等を算定するときの標準報酬月額

年金等を算定するときの標準報酬月額

▲

報酬の支給状況 ・・・

３ヵ月後

掛金等算定の標準報酬月額 ・・・

年金算定上の標準報酬月額 ・・・

▼

従前標準報酬月額

従前標準報酬月額を保障

改定後の標準報酬月額

    ３歳未満の子を養育

出生

住居手当・時間外勤務手当の支給額が減少

改定後の標準報酬月額従前標準報酬月額

従前標準報酬月額

随時改定

給料・地域手当

扶養手当・住居手当

時間外勤務手当 など

掛金等を算定するときの標準報酬月額

年金等を算定するときの標準報酬月額 ３か月

▲

勤務形態 ・・・

報酬の支給状況 ・・・

掛金等算定の標準報酬月額 ・・・

掛金等の徴収 ・・・

年金算定上の標準報酬月額 ・・・

育児休業等終了時改定

　　　　　　　　　   ▲
　　　　　　　　　　　　

従前標準報酬月額を保障

従前標準報酬月額
改定後の標準報酬月額

復職後の
報酬

育休等期間中 ３歳未満の子を養育産前産後休業中

産前産後休業

復職出生

全額支給 無　　給

育児休業 育児短時間勤務・部分休業

減額支給

改定後の標準報酬月額

徴　　収

従前標準報酬月額

免　　除

従前標準報酬月額



 

 

◆ ３歳に満たない子が １人 の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ ３歳に満たない子が 複数 の場合  

（第１子が３歳になる前に第２子が誕生した場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【お問合せ】福井県市町村職員共済組合 健康管理課 TEL 0776-52-7301 

★

育児休業等終了時改定

従前の
標準報酬月額
300千円 改定後の標準報酬月額

240千円
復職後の報酬

掛金・負担金等免除

養育特例の期間

300千円

出生

従前標準報酬月額
を保障（300千円）

▼

基
準
月

（掛金免除期間）
300千円

　掛金等を算定するときの標準報酬月額

　年金額を算定するときの標準報酬月額

組合員期間 　産休 育休 復職・短時間勤務等

300千円

　短時間勤務等により、復職後の標準報酬月額（240千円）が、子を養育することとなった日の属する月の前月（基準月）
の従前標準報酬月額（300千円）を下回っているため、この額が年金額の算定上、保障される。

★ ☆

実際の養育特例の適用
（年金算定上の標準報酬月額）

（掛金免除期間）

☆ 240千円

掛金・負担金等免除掛金・負担金等免除

第１子の額を引き継ぐ
240千円

原
則
の
形

第２子に係る養育特例の期間

改定後の
標準報酬月額
220千円

  第１子の特例期間終了

従前標準報酬
月額を保障
（300千円）

  ▽

第２子出生

 ▼
育児休業等終了時改定

従前の
標準報酬月額
300千円

従前標準報酬月額
みなし（300千円）

復職後の
報酬

第１子３歳到達

▼   ▼

育児休業等終了時改定

　年金額を算定するときの標準報酬月額

改定後の
標準報酬月額
240千円

（終了届の提出）

基

準

月

★ 300千円

基

準

月

復職後の
報酬

第１子に係る養育特例の期間

第１子出生

　掛金等を算定するときの標準報酬月額

組合員期間 　産休 育休 復職・短時間勤務等 　産休 育休 復職・短時間勤務等

   第２子　240千円

第１子　300千円

　もしも第２子に係る産前産後休業開始による第１子に係る養育特例の終了がなかったとしたならば、第２子の基準月（240千円）において
第１子の従前標準報酬月額（300千円）がみなされていた場合は、当該額（300千円）を第２子の従前標準報酬月額に引き継ぐ。

   第１子　300千円

第２子　300千円


